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神奈川大学スペイン語学科卒、卒業後海外に
て航空会社勤務(メ キシコ)、マーケティン
グ会社勤務(カ ナダ)、海外進出コンサルタ
ン ト業(香港)を経験。
海外滞在26年(香港16年)25年ぶりに帰国、
2006年4月より現職。
1.香 港経済 ・産業界 の変遷
　"アジアの四小龍"或 はNIEsと呼ばれ香
港経済のターニングポイントとなった1960
年代、まだ外資系企業の総数は、僅かに500
社を超える程であった。繊維業花盛りの頃で
ある。70年代に入 り、不動産開発が進み土
地の価格が上昇するにつれ、製造業が減少、
より安価な労働力を求め中国大陸に移転を開
始する。80年代は香港産業構造の一大転機、
製造業か らサービス産業 に移行(当 時の
GDPの75.4%を占める)して行 く。市民が
裕福になり株式、不動産投資が熱を帯びて来
るのもこの頃である。1982年9月に始まっ
た中.英香港返還交渉から香港の将来を憂慮し
て、香港 ドルの下落、1983年に米 ドルとの
ペッグ制を採った先行き不安な時代である。
90年代には中国返還(1997年7月1日)の
7月にタイバーッ暴落に始まるアジァ金融危
機に見舞われ、旧宗主国の英国か ら訣を分
かったばかりの新生香港政府が初めて直面す
る試練を政府介入(10億米 ドル以上の市場
投入)に よる香港 ドル防衛 という形で乗 り
切った。しかしこれに端を発し1998年の香
港不動産バブル崩壊を迎える。2000年代 前
半は、2003年のSARS(重症急性呼吸器症
候群)に よって商業活動が殆どス トップ、特
に旅行業、ホテル業及び一般小売業に大打撃
を与える。香港市民は人ごみを嫌い、外出を
極力控えた事、更に、海外諸国より渡航禁止
地区に指定された事により、多くのレス トラ
ン、旅行代理店等の倒産が相次いだ。しか
し、SARSも同年夏を過ぎた頃から終息に
向い、2004年夏には1998年の不動産バブル
崩壊以来続いた景気低迷から脱出し、株価、
不動産価格が反転上昇に転 じた。2008年の
リーマンショックでも比較的ダメージの少な
かった香港経済は中国景気に後押 しされ好況
を維持 し、現在も引き続き好調な中国経済を
追い風として中国の玄関口としての利点を更
に活かし、日本及び欧米からの直接投資が一
層盛んになっている。中国企業による香港株
式市場への上場が活況を呈す中、文字通 り、
対中、対世界のゲー トウェイとしての役割を
果たしている。
2.日 系企業 と香港
香港は元来、欧米諸国のアジアにおける貿
易の拠点、特にイギリスにとっては東インド
会社 と中国との交易において重要な拠点で
あったのは周知の通 りである。したがって、
1970年以前の日系企業の香港進出の形態 も
大手の商社等による貿易の拠点としての活動
が主であった。 しかし70年代 も後半に入る
と、より廉価な労働力を求め日本の製造業が
繊維、玩具、造花等の製造拠点として香港へ
進出して来る。前段落で述べたように、香港
の企業は、香港の生活向上に伴う労働賃金並
びに不動産価格の高騰に敏感に反応 し、国境
を越えた中国本土に製造拠点を移している。
1980年後半から、広東省独特の加工貿易形
態である"来料加工"委 託生産方式で外資を
呼び込もうとする広東省政府の企業誘致に多
くの日本企業の進出ラッシュを迎えた。『来
料加工』 とは、80年代に中国珠江デルタ地
域で取り入れられた委託生産方法で、外国企
業が原材料や生産設備を無償で提供し、中国
加工企業がこれを加工し製品或は半製品の形
で当該外国企業へ輸出 ・納u　pし、加工費の支
払いを受けるという特殊な貿易形態である。
この外資系企業 は殆 ど香港を経由して行わ
れ、99%が香港現地法人からの投資であっ
た。この香港現地法人は、実際の生産現場で
ある深馴、東莞、恵洲、珠海等にある生産委
託加工工場の管理及び決済機能を担ってい
る。加工品の中国外輸出を前提とした、原材
料輸入時の関税、増値税の免除の恩恵を受け
られるという事で、日系の委託工場も一時、
4,000を超える勢いであった。90年代には家
電製品、オフィス事務機器、精密機械部品関
連企業が中国に進出し、2000年に入ると、
中国のデトロイ トを目指す広州に口本のビッ
グ3である、 トヨタ、日産、本田がいずれも
生産工場建設した事から裾野の広い自動車産
業の関連企業が、続々と進出を果たしてい
る。この場合も、香港を経由して中国進出す
る企業が殆どであった。一方、香港の市場か
らは殆 どの製造業が国境の向こうに姿を消
し、僅か に太1　(タイポ)、元朗(ユ ンロ
ン)ジャンクベイ等の政府工業団地に入居す
る製造業があるだけで95%はサービス業に
移行 した。2000年以降の香港進出企業を業
態別にみた場合、明らかに進出企業の業態が
変化 している事に気付 く。まず、2000年か
ら2005年迄の6年 問と2006-2011年の6
間に大まかに分けられる。最初の5年 間は、
一ヒ述のように自動車関連部品メーカーが香港
現法を通して中国に進出するケースが圧倒的
に多かった。しか しなが ら、2005年になる
と、製造業(自動車関連を含む)進 出は一段
落し、代わりに小売業と外食産業の出店問い
合わせが増えた。この理由としては、一昔前
までは、中国市場は安価な労働力を提供する
"世界の工場'と の認識 しか持ち得なかった
のが、深馴、広州、上海等の沿海部の発展 と
伴に富裕層が現れ購買力が上がった事で、販
売市場としてのポテンシャルに世界中が気付
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き始めたのが、丁度この時期である。折しも
香港では2003年のSARSの流行による経済
へのダメージを軽減 しようと、2004年7月
から中国沿海部の高所得者層向け観光ビザ発
給を緩和したのをきっかけに、大勢の中国観
光客が押し寄せ、香港の小売業が持ち直した
経緯が有る。又、熊本の味千ラーメンのフラ
ンチャイズ店が香港にて店舗拡大 し、香港を
訪れた本土観光客への認知度を高めて中国市
場展開をしたことから、香港を販売市場との
位置付けのみならず中国大陸進出を睨んでの
ブランド創 り及び宣伝効果を得るに最適な
ショーウィンドウ、中国本土市場開拓のゲー
トウェイとしての認識が高まってきたと言え
る。もう一つの理由としては、円本国内のデ
フレ経済、将来の少子高齢化の懸念、円高の
三重苦を抱える日本国内の事情があった。特
に口本の外食産業は、先行きマーケットの縮
小は避けられず、売 り上げの伸びどころか現
状維持も厳しいとの観点か ら、海外マーケッ
トの開拓 しか残されていないという現実問題
があった。香港投資推進局に於けるここ1-
2年の傾向としては、外食産業以外に小売業
(デザイン性及び機能性の高い生活雑貨、文
具等)、エステやヘヤーサ ロン、ヤ ング ・
ファッション関連、アニメ ・携}背のデジタル
コンテンツ等での進出案件が増えて来てい
る。どの業態でも共通しているのが、香港進
出はその後ろに広がる巨大な中国市場開拓の
布石であり、ブランドイメージを確立するの
が主な日的であるといえる。日本企業の中国
を始めとするアジア諸国へのシフトが始まる
中、アジアの中心地、中国と隣り合わせの香
港への進出に拍車がかかる。
3.香港のビジネス環境とインフラ
　低税率(法 人税16,5%/給与所得税最高
15%)非課税所得(配 当、キャピタルゲイ
ン、オフショア収入)は 、香港でビジネスを
行っている企業にとって、最も魅力的な理由
の一つに挙げられている。その ヒ、法律さえ
遵守すれは政府はビジネスに介入しないとい
う自由放任主義(レ ッセフェール主義)の も
と、自由なビジネス活動が与えられている。
又、香港で起業する会社は一律香港企業とし
て認識され、内資、外資の分け隔ての一切無
い公平な制度を享受 している。高度な産業イ
ンフラも全て整っており、コンテナ取扱量世
界第3位 を誇る港湾施設に、航空貨物取扱量
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世界第1位 の香港国際空港を有す る。一方
で、先進的な通信網に加え世界屈指の普及率
を誇る世界一安価なインターネット・サービ
ス及び携帯電話サービスもある。今後は香港
単一での発展のみならず、マカオを含む珠江
デルタ地域での域内発展を目指したプロジェ
ク トも目白押しである。以下がそれら 「香港
10大インフラプロジェクト」である。まず
は香港とお隣の広東省を結ぶ高速インフラと
して、三つの大きなプロジェクトが有る。①
広州一深鯛 一香港高速鉄道 「広深港高速鉄
道」:完成すると現在3時 間以上かかる香港
一広州問を僅か48分で結ぶこととなる。②
香港 一珠海一マカオ大橋 「港珠漢大橋」:
2016年完成予定の海底 トンネルと片側3車
線の自動車専用海上橋が珠江デルタの東西を
結ぶ。③ 「香港一深tlil西部快速線」:珠江デ
ルタの主要空港問を結ぶ鉄道。この三つのプ
ロジェク トの他には次のようなものがある。
④ 「香港南港島線」:香港島の南に初めて地
下鉄が通ることとなる。⑤ 「沙田一セン ト
ラル線」:新界最大の街である沙田と香港島
の金融街である金鐘(ア ドミラルティー)を
海底 トンネル経由で直結させ、中国本土との
国境への利便性が格段 に増す。⑥ 「屯門一
チェクラプコック連結路及び屯門西バイパ
ス」:将来人口増大の見込まれる新界北西部
と香港国際空港の在るランタオ島を結び、将
来の需要に対応する。⑦ 「落馬洲緩衝区」:
香港、深III両市の緩衝地区にハイテク研究、
文化 ・クリエイティブ産業の集積地の建設。
⑧ 「西九龍文化地区」:香港の真ん中に芸
術 ・文化施設を集積させたグリーンパークの
建設。⑨ 「啓徳開発計画」:旧国際空港(啓
徳空港)跡 地にクルーズターミナル、最先端
医療センター、多目的スタジァムを含む緑豊
かな都市エ リアの開発。⑩ 「新規開発地
区」:中国本土との境界周辺の5箇所をサテ
ライ ト都市として新たに開発 し、益々強まる
中国本土との経済関係に対処する。
　 この様に隣接する珠江デルタ地域 とのイン
テグレーションによる一大経済圏が構築され
る中での経済、金融の中心 としての新たな大
役 も担う香港は、今後、華南地域での存在感
を一層増していくであろう。
4.香 港今後の位置付 け ・展望
今も昔も香港が様々な意味で中国のゲー ト
ウェイであることに変わりはない。
　かつて外国企業は、香港に拠点を置きなが
ら製造拠点を求めて中国に入 り、30年後の
現在は、販売市場 としての中国に入ってい
く。広大な領土を保有する中国を華北、華
東、華南で分けた場合には、香港からの支配
範囲(主に経営監督権)は 、相変わらず華南
地区と云う事にな り、即 ち、3,600万人以上
を抱える珠江デルタ市場の中心都市と言えよ
う。中国の他の都市 と比べて、多少の差は有
れど香港に引きずられるようにして、ほぼ同
時に発展してきた珠江デルタ地区が、香港と
の国境を越えたインフラ・プロジェク トに
よって自由貿易経済圏である香港の好影響を
受け、一大経済圏に発展する青写真が香港政
府と広東省政府の問で検討され、描かれてい
る。薔薇色の一大経済圏発展のシナリオの一
方で、好景気による人件費の高騰、中国内地
発展に伴う、出稼 ぎ労働者による労働力不足
が深刻な影を落とし始めてお り、中国、特に
広東省に製造拠点を設けている日本企業の
チャイナプラス1を真剣に検討していた り、
実際に東南アジアに生産拠点の分散を図って
いる企業も出始めている。一点集中ではいざ
と言うときのリスクを回避できないからであ
る。昨年の東北地方を襲った、東 日本大震災
及びタイの大洪水被害に依る操業停止に追い
込まれるといったリスクを回避する手段は一
度起こってからでは手遅れである。
　こうしたリスクを回避する為に、また、中
国一東南アジアの拠点を見る上でも香港の戦
略的立地に対する重要性が今後益々認識され
るであろう。香港は中国で唯一、西洋的な自
由主義を謳歌 しているところであり、ここに
は、中国及び欧米の二つの文化、思想を理解
する人材が豊富にいる。又、香港政府観光局
によると、年々増加する中国大陸から香港へ
の渡航者数は2011年に2,800万人以上(前 年
対比23.9%増)一)に達した。こうした観光
客の訪港目的はブランド品の買い物で、目先
の利く外国企業は中国進出に先駆けて香港と
いうショーウィンドゥで自らのブランドイ
メージを築き上げていく。日本企業も今後、
こうした香港の特性を最大限に利用し中国市
場に或いは東南アジアの統括拠点として上手
に活用 していくであろう。
